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はじめに
調査統計の場合，個人や世帯，事業所，あるいは企業といった調査の対
象となる個体（以下，調査客体）が有する統計単位情報を実査において所
定の調査票記載事項（調査項目）として調査票（個票）に写し取り，それ
らの情報を集計処理することで統計表が作成される。調査項目の中で文字
情報として記入された事項については，多くの場合，事後的に機械的ある
いは事務的作業によってそれぞれの分類項目等への格づけが行われ，コー
ド化した上で集計処理される。
ところで，調査票には調査項目に関する記載欄だけが設けられているわ
けではない。調査項目の他にも，調査実施機関あるいは調査員側で実査に
先立って記入しておく都道府県・市区町村コード，調査区コード，世帯員
番号等の記入欄，さらには記入者名や記入者の連絡電話番号等の記入欄も
設けられている。調査票に記載されたこれらの情報の中には，調査票の記
入状況の審査過程においてだけ使用され，集計処理には用いられないもの
もあれば，調査客体の名寄せなど，一般の調査項目とは異なる形で集計に
活用されているものもある。
これまでの統計学並びに政府機関等における統計実践では，統計は主と
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して集計量として捉えられてきた。このため，個人や世帯，事業所や企業
といった個々の調査客体は社会的集団のひとつの構成要素とみなされ，調
査の結果得られた統計数字も，あくまでも集計量として意味を持つものと
されてきた。
このような「統計＝集計量」とする統計観に対して筆者は以前から漠然
とした疑問を抱いてきた。そこでの疑問点あるいは問題意識とは次のよう
なものである。すなわち，調査の対象となる単位が有する統計単位情報そ
のものに何らかの実質的意味があり，個体が織りなす様々な社会関係等も，
統計単位情報がレコードとして転写された調査票情報の中に潜在的な形で
投影されているのではないか，また個体が持つ統計単位情報を体現した個
別の調査票情報あるいはそれらが転写された個体レコードから演繹するこ
とによってどのようなデータ論や統計論を構築することができるか，とい
ったものがそれである。
世界の統計の現状を見渡したとき，多かれ少なかれ各国ほぼ共通してい
えるのは，統計作成をとりまく事態の深刻さである。単に不可逆的に深刻
化する統計の調査環境の悪化だけでなく，行政事務の効率化に伴う統計に
投入可能な予算的・人的資源の削減傾向は，今後とも長期にわたって各国
の統計作成の枠組みを制約することが確実視されている。
そのような現実の中で，各国の政府統計機関は，これまでのように調査
だけに依存するのではなく，行政情報も含めた多様な情報源から得られる
情報を有機的に統合（integrate）することで，拡大，多様化する統計ニー
ズへの対応の道を模索しつつある。このような状況認識とそれへの政策対
応を統計論の観点から捉え直した場合，それは既存の個体情報（調査票情
報並びに個体ベースでの行政情報）がもともと潜在的に内包している情報
価値の新たな開拓による情報の拡張への取り組みということができよう。
データ統合という新たな視点から統計を捉え直した場合，統計を本来的
に集団あるいは個体とするかつて展開された対立的な論点はもはや二次的
な意味しか持たない。このような新たな立場に立つことによって，調査票
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情報の拡張可能性に照らして統計情報の情報特性を明らかにすることがで
き，これまでの集計量に基づく伝統的な統計観からは十分展開できなかっ
た新たな分析的価値を持つデータ論，さらにはそれらを用いた統計的認識
を描き出すことができるように思われる。
本稿では，そのための序論的考察として，記載内容それ自体としては集
計の対象とならない企業コード，事業所コード，さらには企業や事業所の
名称や所在地といった情報が統計の作成面や利用面においてどのような新
たな可能性を持ちうるかを検討してみたい。
１．デジタル情報の情報特性
（１）音声・画像・空間統計情報
調査票情報が持つ情報特性を明らかにする目的で，筆者は〔森（2009）〕
において，デジタル情報としての画像や音声情報，地域メッシュ統計，そ
れに統計GISなどと調査票情報との比較を行った。そこですでに論じたよ
うに，デジタル画像情報は，ピクセルやボクセルといった撮影フレーム上
の座標情報によって識別される画素という微小面や微小キューブを表示の
基本単位として持つ。そしてそれらは，各画素の座標情報をキーとして，
各基本単位に対して色彩の濃度（トーン）情報を対応させたリレーショナ
ル･データとして存在する。一方，デジタル音声情報は，サンプリングとい
う微小時間を基本単位として持ち，それぞれに対して音声の大きさを示す
１次元の情報が関係づけられている。
地域メッシュ統計の場合，個々のグリッド（メッシュ）がデジタル画像
情報におけるいわば画素に相当する。各グリッドにはそれぞれ固有のコー
ド番号が付与されている。これらのコード情報は，グリッドという小地域
単位内に所在する調査客体に関する調査票情報から編成される集計量の担
い手として機能するとともに，複数の集計量を相互に関連づけることによ
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る比率等の各種統計指標を導出する際のリンクキーの役割も果たす。さら
に，統計GISの場合，電子地図という基盤（プラットフォーム）が持つ位
置情報をキーに，道路，鉄道，行政境界区分，土地利用，さらには様々な
オブジェクト情報が幾層ものレイヤー構造を持った形で重層配置（オーバ
ーレイ）されている。なお，火災や交通事故の発生地点情報あるいは広域
避難場所や公共施設等の所在地情報といった行政が把握し保有する各種情
報は，その位置を示すGPS情報を介してデジタル地図情報にリンクされ，
それに基づく様々な解析システムが構築されている。
ところで，メッシュ統計とデジタル画像情報は，次のような類似性と差
異性を持っている。
まず，両者の類似的側面としては，地図あるいは映像といった一定の広
がりを持った平面を，モザイク状の微小面，すなわちラスター型情報とし
て切り取っている点が挙げられる。そこでは画素数の多寡，言いかえれば
表示単位としての個々のグリッドサイズの大小が，画像あるいは統計地図
の解像度を決定する。
他方で両者は，次のような点で異質である。第１に，画素あるいはグリ
ッドという情報の担い手によってリンクされる情報の変数次元数が本質的
に異なる。デジタル画像情報の場合，モノクロ画像については１次元の，
カラー画像の場合にも基本的に３次元のトーン情報が各画素にリンクされ
ているに過ぎない。
これに対してメッシュ統計の場合，同定作業に要する時間とコスト要因
さえ度外視すれば，小地域レベルで利用可能な変数については，すべてメ
ッシュコードをキー情報として相互に関連づけることができる。現在，わ
が国では一辺の長さが約80kmの第一次メッシュから大都市など一部の地
域では一辺が約125ｍからなる1/8地域メッシュまで６種類の位階的階層か
らなる地域メッシュ統計が作成されているが，グリッドサイズが大きいメ
ッシュ統計ほど，より多くの種類の統計系列を個々のグリッドに関連づけ
ることができる。いずれにせよ，メッシュ統計の場合，個々のメッシュコ
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ードは，超多次元の変数からなる情報の担い手となっている点が特徴的で
ある。
第２の相違点は，画素あるいはグリッドが担うデータ相互の関係が画像
情報とメッシュ統計とで異なることである。まずデジタル画像情報の場合
には，モノクロ画像についてはそもそもスカラー量としてビット数によっ
て与えられる１次元の濃度情報が各画素にリンクされている。また，カラ
ー画像の場合には，各画素における濃度情報はもともと赤（R），緑（G），
青（B）の三原色に対応する３次元ベクトルによって構成されるが，それ
らは最終的には重合され，濃度を示すビット数の３乗からなる色彩候補の
ひとつが各画素に対して付与される。
メッシュ統計の場合にも，メッシュコードをキー情報として相互にリン
クされた複数の変数から新たな変数を導出したり，また複数の変数の組合
せにより新たな統計指標を作成することができる。このような統計処理は，
ある意味ではカラー画像情報における濃度情報の重合に類似している。し
かしながら，メッシュ統計の特徴は，メッシュコードが与える空間識別情
報をリンクキーとして，様々な変数がグリッドという空間情報の上に多次
元情報としてオーバーレイできる点にある。そこでは，各変数が必ずしも
単一の指標に統合され集約的に表現されるのではなく，各変数値それ自体
が各グリッドの特性を表現する情報として固有の情報的価値を保持してい
る。
メッシュ統計の場合，現在，最小のメッシュ単位とされている1/8地域メ
ッシュも，微小空間とはいえ，一辺125mという一定の面的広がりを持った
地域からなる。そこでは，一般に複数の世帯や個人といった個体がメッシ
ュの構成要素となっている。該当域内にある程度の数の個体が確保できる
メッシュ統計は，一方で安定的な平均値や比率の導出，また他方では統計
に係る個体の秘密保護の担保という二つの側面で，統計の結果表章の一形
態としてこれまでその存在の妥当性を主張してきた。
このようなメッシュ統計をメッシュコードによって担われるデータの情
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報特性の側面に注目して見た場合，オーバーレイされる諸変数の計数が基
本的に集計量である点がその大きな特徴である。このことは，画像や音声
情報とも，また調査票情報から転写，編成される統計の個体レコードとも
本質的に異なる。なお，メッシュ統計に関する以上の議論は，ポリゴンコ
ードをリンクキーに持つ統計GIS，さらには地域コードを統計表章の変数
軸とする地域別集計表にも同様に当てはまる。
表１は，音声や画像，それにメッシュ統計や統計GISの情報をレコード
形式で捉えた場合，これらのデジタル情報が一体何をリンクキーとして持
ち，またそれを介して関連づけられる一連の情報が相互にどのような形で
結びつけられているかを一覧的に整理したものである。
（２）情報の担い手とそれが担う情報
デジタル画像情報におけるピクセルやボクセルといった画素情報，そし
てメッシュ統計や統計GISにおけるメッシュコードやポリゴンコード情報
は，画素の濃度情報やラスター型微小空間を特徴づける各種の情報を相互
に結びつけるリンクキーとしての機能を持つ。それらがこのような機能を
果たすことができるのは，まさにそれが一連の変数情報に対する情報の担
い手となっているという事情による。なお以下では，画素やグリッドのよ
うに情報の担い手の役割を果たす変数をdata carrier，またそれによって担
われる諸変数の綜体をdata bodyと呼ぶことにする。
デジタルカラー画像情報では，画素の位置情報をマッチングキーとして
三色の濃度情報が重合され，その重合結果が当該画素に対する色彩情報を
表１　リンクキー情報と被リンク情報の結合形態
リンクキー情報 被リンク情報の結合形態
デジタル音声情報 時点情報 サンプリング
合成
デジタル画像情報 画素情報 ピクセル，ボクセル
空間
地域メッシュ統計
画素的情報
メッシュコード
結合 集計量
統計GIS ポリゴンコード
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与える。一方，メッシュ統計や統計GISの場合には，グリッドあるいはポ
リゴンから構成される情報プラットフォーム上に様々な情報が基本的に集
計量の形で重層的にレイヤーとして配置される。そこでは，共通のグリッ
ドコードやポリゴンコードをキー変数として各レイヤー上に配置された情
報は，空間情報を共有することによって相互に関連づけられた情報として
利用することができる。各レイヤーを構成する諸変数は，リンクキーとな
る情報を媒介項として基本的に集計量の形で相互に関係づけられる。この
ことを統計情報の形態として捉えた場合，それは集計量ベースでの変数次
元の拡張，すなわちマクロデータ統合（macro-based data integration）に
他ならない。
ところで，統計におけるデータの統合形態は，このようなマクロベース
での統合だけではない。むしろ，データリンケージという意味では，個体
ベースでのデータ統合（micro-based data integration）の方がより主要な形
態である。それについては従来からの統計実践において１対１照合，（exact 
matching）あるいは統計的照合（statistical matching）によるデータリンケ
ージとして実行されてきた。
個体ベースでのデータ統合による統計情報の次元の拡張可能性という観
点から個体情報としての調査票情報を構成する諸変数を捉えた場合，ここ
でもそれらをそれが持つ機能に従って，data carrierとして機能する変数と
body部分を構成する諸変数とに類別することができる。
２．統計個票情報の情報特性とdata carrier情報
（１）調査票記載事項
企業や事業所を対象に実施される統計調査を参考に，ここで調査票への
記載事項を想起してみよう。企業や事業所における調査担当者にその記入，
報告が求められる調査票のいわば本体部分にあたる記入欄には，企業や事
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業所等の名称や所在地（郵便番号及び住所）をはじめとして，資本金や従
業員数，設立年次や保有設備等に関する属性情報，さらには取り扱う品目
や取引高，生産額といった様々な活動記録や財務等の調査事項についての
記載を求める回答欄（空欄あるいは選択肢）が設けられている。これらの
調査事項について，企業の調査担当者は，手元の資料あるいは関係部門に
適宜照会しつつ回答欄を埋め，調査員，郵送あるいはウエブ経由で調査実
施者に対して報告を行う。本社で一括記入することができない事業所把握
事項については，社内の各事業所に事業所票が転送される場合がある。な
お，調査事項によっては，必要な決裁のレベルが社内で定められているも
のもある。
ところで，調査票には，通常，こういった本体部分以外にも，その欄外
にいくつかの記入欄が設けられている。そのひとつが，記入者情報記載欄
である。そこに記載される記入担当者名や連絡先電話番号は，調査票の回
収後に調査実施者が行う調査票の事後的な審査過程で記入漏れや過去の趨
勢から著しくかけ離れた数値，あるいは論理的に矛盾した記載等が発見さ
れた際の，記入内容の照会連絡情報として記入が求められているものであ
る。この他にも，調査票の欄外には，都道府県コード，市区町村コード，
さらには調査区番号といった調査地域情報，企業・事業所番号等の記載欄
が設けられている。これらについては，通常，調査票の配布に先立って調
査実施者によって事前にプレコーディングされている。
（２）転写個体レコード情報
紙媒体あるいはファイル形式でのウエブ調査票に記載され報告される全
情報を，ここでは調査票情報と呼ぶことにしよう。調査票情報には，調査
客体から収集された調査票記載情報の総体としての調査票情報から最終的
な集計処理に用いられるものまで何種類かの調査票情報が考えられるが，
対象となる情報の範囲や加工処理の程度はそれぞれ異なる。
上にも述べたように，もともとの調査票情報には，記入者名や連絡先情
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報のように，記入内容の審査過程で専ら使用される事項も含まれる。しか
しこれらの情報は，その後，調査票情報に加えられる一連の加工処理にお
いて用いられることはない。審査済みの調査票から転写された調査票情報
には，まず文字情報として記載された企業名或は活動内容を手掛りに産業
分類等の格づけによるコーディング処理が加えられ，次いでデータの補定
といった編集作業が行われる。最終的に，個々の調査客体に関する諸変数
に対応する数値群をひとつのレコードとして持つ個体レコードの集合から
構成されるデータセットが準備され，集計処理過程へと送られる。
図１は，事業所を調査客体とする調査の調査票情報から転写することに
よって作成される個体レコードのデータ・レイアウト･フォームのイメージ
を例示的に示したものである。
個々の調査票の本体部分にもともと記載されていた情報と転写され集計
処理のために編集された個体レコードとの間には，いくつかの点で違いが
認められる。
まず，図１中の調査アイデントと調査年月は，調査履歴を示す調査メタ
情報である。この変数情報は，調査実施に先立って制定される調査規則に
よって定められ，調査票の本体部分を構成する諸変数とは異なり，いわば
それらの外的枠組を与えるものである。
つぎに，図１に示した個体レコードは，都道府県コード，市区町村コー
図１　調査個票からの転写データレイアウトフォーム（例示）
調査
情報
実施者
記入情報 個体属性情報 統計把握項目調査アイデント調査年月データ一連番号都道府県コード市区町村コード調査区コード事業所番号
電話番号
郵便番号
名称 所在地
資本金従業員数取引額
産業分類
項目ａ項目ｂ項目ｃ項目ｄ　　
・
市外局番市内局番加入者番号フリガナ正式名称通称名都道府県名市区町村名町丁
･ 字
･ 番地
･ 号
大分類中分類小分類
　　 データキャリア　 データボディ
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ド，それに調査区コードといった地域コードを変数として持っている。こ
れらは調査客体の位置的所在情報を示す変数であり，回答者の報告事項で
はなく，調査実施者による調査区の設定によって自ずと確定する。
第３に，個体レコードは個体識別情報として事業所番号を持っている。
これについては，現在のところ，回答者に記入を求める調査票の本体部分
にではなく，調査実施者側で事前に記入を行うものとしてその欄外に配置
されている。
ところで，図１で例示した個体レコードは，調査客体の識別情報として
電話番号，名称，所在地等の情報を持っている。かつての事業所･企業統計
調査は，「各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを」
調査目的として掲げており（調査規則第２条），この調査目的は，経済セン
サスにも継承されている。このような事情から，ファイルに母集団名簿情
報としての機能を持たせるために，転写レコードにもこのような調査客体
の識別並びに連絡情報が含まれている。
事業所･企業統計調査の調査票には，本所･本社･本店の名称さらにはそれ
らの所在地記入欄が設けられていた。これらを通じて収集される文字情報
は，そのものが直接集計処理され計数として結果表に表示されたわけでは
ない。それらは専ら事業所ベースの個票情報から企業名による名寄せによ
り企業統計を作成する際の照合キー情報として用いられてきた。また，原
則として本社一括方式で調査が行われた平成21年経済センサスは，法人や
事業所等の正式名称記載欄を持っている。これらの情報は，複数事業所企
業の企業構造を明らかにするために設けられたものである。なお，事業所・
企業統計調査や経済センサスのような母集団名簿整備機能を持たない一般
の調査の場合，企業（事業所）識別コード以外のこれらの個体識別情報に
ついては，通常，調査票情報から個体レコードとして転写される過程で削
除される。
個票方式で実施される統計調査においては，調査客体毎にそれぞれ調査
票情報が収集される。収集され個体レコードとして転写された情報を，そ
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のデータ構造に注目して見た場合，つぎのような諸変数が個体情報の担い
手（data carrier）となりうるであろう。まず，情報処理上での操作性の要
素も含めた第一義的な担い手として機能しうるのは，企業（事業所）番号
といった直接的な個体識別情報である。
ところで，図１は，企業（事業所）番号以外にも，自治体コードや調査
区コードといった地域識別コード，事業所等の名称，所在地，電話番号，
郵便番号をdata carrier情報として分類している。その根拠は以下の通りで
ある。すなわち，企業（事業所）番号のように直接的な個体識別変数が存
在しないケース，あるいは仮にコード番号があったとしても，分散型統計
制度を持つわが国ではかつて多くの場合そうであったように，府省間ある
いは調査間でコード体系が異なることから，個体レコードのリンケージ利
用に対して大きな障害となってきた。このような場合に，名称や所在地，
それに電話番号といった変数は，各個体レコードをリンクする際のマッチ
ングキーとしての機能を持つ。
一方，地域識別コードのdata carrierとしての意味はやや異なる。なぜな
らそれは，個体ベースでのdata carrierではなく，あくまでも集計量ベース
でのデータ統合を保証する共通のプラットフォームとして機能するという
限りでのdata carrierに他ならないからである。
他方，個体レコードに含まれる個体属性情報その他の一連の統計把握項
目に関する調査結果は，いわゆるdata body部分を構成する。なお，行政記
録についても，今日，その大半がコンピュータ処理されており，その中に
は個体ベースで管理されている情報も少なくない。この種の個体行政情報
は，基本的に図１に類似した個票イメージのデータ構造を持つ。
３．統計個票情報の情報特性
変数の次元そのものの多寡を別にすれば，統計個票情報からの転写によ
って編成される個体レコードは，data carrierによって多次元ベクトルの形
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で表記されるdata bodyが担われているという限りではデジタルカラー画
像やメッシュ，GIS等の空間情報とデータ形式上の共通性を持っている。
しかしながら，データの担い手さらにはそれらによって担われるdata body
部分の変数の機能の面に立ち入ると，両者の間にはいくつかの相違点が認
められる。
（１）data carrierについて
図１では，個体レコードを構成する諸変数について，それらがdata 
carrier部分とdata body部分とに大別されることを示した。前者に分類され
る一連の変数は，さらに，data carrierの特性とdata bodyとしてデータ統合
される諸変数の統合形態の違いに従い，タイプを異にする二種類の変数群
とそれぞれの性格を同時に併せ持つ変数とに区分される。
統計的把握の対象となる調査客体の識別コードである企業（事業所）コ
ードがその第１群を構成する。音声や画像情報の場合，サンプリングや画
素といった表現あるいは知覚装置と結びついている変数がdata carrierと
なる。一方，調査票情報の場合には，個々の調査客体それ自体を識別する
コード情報がdata bodyの担い手となっている点が，音声や画像情報とは本
質的に異なる。
これらの違いが持つ意味は決定的である。なぜなら，個体レコードの場
合，調査客体を識別するコード情報がdata body部分と１対１の対応関係に
あり，それらの変数を直接的に担っており，まさにこのことによって，同
一の個体についての異なる情報源から得られるレコードを，企業（事業所）
コードという識別情報を媒介することで連結することができるからであ
る。個体レコードの連結は変数次元の拡張を可能にするが，この種の拡張
に特徴的な点は，まさに個体ベースでの変数次元の拡張にある。データの
ミクロ的統合（micro-based integration）がそれである。
都道府県，区市町村，調査区，基本単位区といった地域コード，それに
メッシュやGISによるポリゴンコードによって与えられるdata carrier変数
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が第２群を形成する。上記の第１群のdata carrier変数の場合とは異なり，
第２群に属する諸変数は，画像情報における画素に相当する情報性格を持
つ。なぜなら，それらは調査客体そのものの識別情報あるいはその代理変
数としてのコード情報ではなく，個体を集団としてその面的広がりを持っ
たものとして写し取る，いわば統計調査という制度的仕組みにおける把握
装置に他ならないからである。そこでは一般に，個々の調査客体に帰属す
る諸変数が，大なり小なり集団の形でdata carrierに関連づけられた形で写
し取られる。言い換えれば，こういった面的情報をプラットフォームとし
て共有することを通して，個々の変数値を集団として集計量の形でその上
にオバーレイさせることによって変数次元の拡張が行われる。第１群にお
けるデータ統合の形態と異なり，ここでの統合はあくまでも集団ベースで
の 集 計 量 に よ る 統 合， す な わ ち マ ク ロ デ ー タ 統 合（macro-based 
integration）である。
マクロデータ統合については，次の点が特徴的である。すなわち，時点
要素を統御したクロスセクション型の異なる情報源情報相互のデータ統合
（水平的統合：horizontal integration）の場合，面的広がりによって写し取
られる客体集団については，恐らくその同質性が担保されており，集計量
によって与えられる各変数による変数次元の拡張は，実質的意味を持ちう
るであろう。
ところで，第２群に属するdata carrier変数については，時間軸に沿った
時系列方向での集計量ベースでの統合（垂直的統合：vertical integration）
も可能である。とはいえ，ここでの統合による変数次元の拡張は，どちら
かといえば間接的である。なぜなら，面的広がりによって捉えられる客体
の中には，時間の経過とともに動態的変化が生起しうるからである。なお，
ここでの動態的変化には，誕生や死滅（消滅）という自然動態的変化だけ
でなく，空間的移動という社会動態もありうる。
時間的要素がこのような動態的変化要因を持つことから，面を表章単位
とする垂直的統合においては，その面的広がりの中で把握される調査客体
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の集団に関しては，その同質性は保証されない。その意味で，ここでのデ
ータ統合は，あくまでも擬似的統合である。
ここで，企業や事業所の所在地情報についても触れておく必要がある。
なぜならそれは，第１群と第２群のdata carrier変数としての特性を同時に
併せ持つ特異な変数だからである。それは一方で，名称や電話番号情報な
どとともに，個体を識別する有力な情報として，異種の情報源から得られ
る個体レコードの統計的マッチングによる個体ベースでの変数次元の拡張
可能を持つという意味で，第１群に属するdata carrier変数であるといえ
る。それは，同一時点あるいは近接した期間における横断的リンケージに
よる水平的データ統合（horizontal integration）実現の有力なキー変数とし
て機能する。
同時に他方で所在地情報は，第２群に属するdata carrier変数としての性
質も併せ持っている。なぜなら，企業や事業所の所在地情報は，その場所
で事業活動を営む個体（調査客体）の位置的属性を表わす変数であると同
時に，その場所に所在する調査客体そのものとは独立に，まさに位置情報
それ自体として意味を持つからである。後者の視点から統計調査における
調査客体としての企業や事業所を捉えた場合，それらは，ある特定の時点
においてたまたま特定の位置と結びづけられた存在に過ぎない。
時間的経過の中で現実をある瞬間で切り取るとしよう。そこでは個々の
調査客体は常にその所在地と一体化された形で客観的に存在する。静態統
計調査は，一般にそれぞれの調査時点現在での統計の把握対象に関するい
わばsnapshotを提供する。調査時点という瞬間において切り取られたこの
ような静止画像では，調査客体は常に特定の所在地情報と結びつけられた
存在として映じる。単一の統計調査においては，当然のことながら両者は
不可分に結びついており，両者の分離可能性は分析者の意識に上りにくい。
これまでの統計学は，調査客体からの所在地情報の自立性，言い換えれ
ば調査票情報が持つ二面性，すなわちそれが調査客体に関する情報である
と同時にそれが把握された位置に関する情報の側面を反映しているという
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事実を完全に見落としてきたように思われる。
個人や世帯といった調査客体に較べて企業や事業所の場合，特定の所在
地において長期にわたり事業活動を展開するケースが多い。しかし，近年
のbusiness demographyという用語が象徴しているように，それらもまた他
の生命体と同様に動態的存在に他ならない。それらは，時間軸の中で誕生
し，発展し，時には空間的移動を行いながらやがては消滅する。それを所
在地という位置情報の視点から捉えた場合，個体の交代あるいは異動（移
動）を契機に，調査客体情報の位置情報からの分離可能性は，時の経過の
中で現実のものとなる。
このような視点から所在地情報を捉えた場合，それは特定の個体が有す
る一連の属性情報のひとつであるだけでなく，まさに位置情報それ自体と
して独自の存在意義を持つものである。なぜなら，時点が異なれば，同じ
所在地という位置情報が別の個体に対して活動の場を提供することになる
からである。このような意義を持ちうる所在地情報を個体レコードにおけ
る変数の機能という次元で捉えた場合，それが所在地という位置情報によ
って調査客体の諸変数を担っているという意味で，それは第２群に属する
data carrier的側面を持つ。そこでは，所在地という位置情報は，一枚の映
像を構成する個々の画素に対応し，時の推移とともに，そこには異なった
個体が写し取られる。
（２）data bodyについて
統計調査における実査は，調査項目に関する調査客体に帰属する個体情
報を，調査票情報として調査票に写し取る作業工程として捉えることがで
きる。収集された狭義の調査票情報から編成される個体レコードにおける
data body部分は，音声やデジタル画像情報と異なり，数十から数百種類の
変数を持つ超多次元変数からなる独特のデータ構造を持っている。
このように超多次元のデータ構造を持つdata body部分ではあるが，それ
でも，調査客体としての個体を特徴づけるあらゆる情報要素を必ずしも網
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羅的にカバーしているわけではない。なぜなら，現実の統計調査は様々な
制約条件の下に企画，実施されることから，調査によって収集される調査
票情報も，自ずとその制約下に置かれるからである。
個体レコードに記載されている情報は，当該調査において調査項目とし
て採用され，調査客体から報告を得ることのできた変数に関する情報に限
られる。この他にも，実際には個体を特徴づけているにもかかわらず，個々
に独立した調査によっては把握することのできない様々な変数要因も存在
する。図２は，これらの変数要因の関係を概略的に図示したものである。
まず，調査の企画段階で調査項目の候補として調査実施者の意識には上
っていたにもかかわらず，調査実施予算等の制約，調査客体に対する報告
負担の軽減，さらには他の既存調査との調査項目の重複などを理由に，や
むなく調査項目としての採用が断念されるケースがある（図２の②）。つぎ
に，個体の存在を有意に規定しておりしかも調査実施が可能であるにもか
かわらず，調査計画の不備により調査項目の候補としてリストアップされ
なかった変数がありうる（図２の③）。さらには，調査項目として具体化す
ることが調査技術的に把握が困難な変数（図２の④）もまた一連の変数要
因の中には存在しうる。
一回の調査だけから得られる一連の個体レコードから構成されるデータ
図２　固体の特性を規定する諸要因
①調査事項によって把握された変数
②固体を規定する要因として認識されていたにもかかわらず，
事情によりその把握が断念された変数
③観測可能にもかかわらず調査計画において
把握の必要性が認識されなかった変数
④調査によって把握が
下可能な変数
⑤偶然誤差
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セットを用いた分析の場合，分析に用いることのできる変数は，図２の①
に該当する変数群に限定される。その結果，回帰分析において，仮に②～
④の変数群の中に有効な説明力を持つ変数が含まれていたとしても，それ
らは結果的には残差の構成要素としてしか取り扱われない。残差の中に構
造的要因が内在する場合，推定の結果得られるパラメータやそれらを用い
た従属変数の推定値はバイアスを持つ。一方，クロス集計表による分析の
場合にも，有意な変数を十分コントロールしきれていない結果表は，結果
の誤読に導くアグリゲーションバイアスを含むものとなる。
４．統計制度と調査票情報の潜在的情報価値
わが国の戦後の統計再建論議は，分散型を前提しつつも，強力な企画権
限を持つ制度機関を設置することによって政府統計の体系的整備を実現す
るという「統計制度改善に関する委員会答申」に謳われた構想から出発し
た。しかし，再建案が本格的に審議され具体化するにつれて，旧農林省を
中心に，各省庁の統計に関する既得権益の確保をはかる動きが次第に表面
化する。加えて，地方自治権の尊重というGHQの方針などもあり，当初想
定されていた構想は，大幅な後退を余儀なくされる〔森（2008）〕。
その後，旧統計法並びに統計報告調整法を根拠法規としてわが国の統計
行政は遂行されることになるが，その間に幾度となく断行された行政機構
改革は，いずれも統計機構に対して他の部門よりも過重な組織削減の割当
てを強いるものであった。それらは，特に，制度官庁の組織の縮小とその
諮問機関として配置されていた統計審議会の権限の実質的な剥奪をもたら
す結果となった。制度官庁は基本的に各省庁の統計作成をめぐる単なる調
整機関的存在のものとなり，結果的にわが国は，世界的にも稀有な超分散
型の統計制度を持つことになったのである〔森（2008）〕。
このような超分散型の統計制度の下でわが国では，現在，各府省がそれ
ぞれの調査目的に従って，確保できた予算や要員といった資源制約の中で
データ統合の観点から見たデータキャリア情報の統計的利用可能性について
202
それぞれの調査を企画，実施している。また各府省が立案する調査企画に
ついては制度官庁（政策統括官）が，調査の実施体制，調査項目の妥当性，
調査の実施に係る回答者の報告負担，他の調査との調査事項の重複の有無
などに関して，主として統計調整の観点から審査を行っている。
統計調査の現実の審査過程では，予算の制約だけでなく，既存の他の調
査との重複や回答者に過度の報告負担を強いるという理由で，本来，調査
項目として採用されるべき事項がやむなく調査項目から除外される図２の
②のようなケースが発生しうる。
周知のように，戦前期の政府統計においては，全数調査（センサス）と
部分集団を対象とする事例的実態調査とが相互に関連性を欠く形で並存し
てきた。戦後の統計再建過程で制定された旧統計法がその第１条（法の目
的）で統計の体系的整備の必要性を高らかに宣言したのはその反省からで
ある。ちなみに，鮫島龍行は，戦前期と戦後期の統計調査のあり方におけ
る本質的な差異を，母集団概念の有無に求めている〔相原･鮫島（1971）
279頁〕。
戦後，わが国の政府統計に体系化というひとつの秩序が導入されること
になる。これについては，母集団概念の導入を契機とする諸統計の系統的
配置を抜きには語ることができない。すなわち，全数調査（センサス）が
与える母集団分布情報を媒介にして，全数調査と標本調査，さらには標本
調査同士が相互に統計として関連づけられ，それらの体系的整備がはから
れたのである。母集団概念の導入を契機として，戦後のわが国の政府統計
は，諸統計の体系化という新たな段階へとその歩を進めることになる。
なお付言すれば，このような形での諸統計の体系化は，全数調査（セン
サス）のあり方に対しても反作用を及ぼす。なぜなら，このことを契機に
センサスは，構造統計という本来的使命に加え，標本の抽出枠としての調
査区あるいは母集団名簿の整備さらには標本調査結果の復元乗率情報の提
供といった標本調査の実施基盤情報の提供という統計体系上の新たな役割
を担うことになるからである。
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ここで，データ論の観点から統計の体系性について，若干の指摘をして
おきたい。センサスと標本調査との母集団概念を介した体系的連携関係と
は，標本調査の対象集団を母集団の縮小コピーとして位置づけ，標本調査
から得られた特性値を手掛りとして母集団の母数に対する推論を行うこと
に他ならない。ここでいう連携関係とは，何よりもまず母集団特性値と母
数という集計量レベル（macro-based）での調査相互の連絡関係である点に
注目する必要がある。その場合，センサスと標本調査，さらには母集団概
念を媒介した標本調査相互の体系的連携関係といっても，そこでは個々の
調査間の調査票情報が，決して個体レベルで直接連結されているわけでは
ない。
このように，分散型統計制度の下では，統計調査の実質的な企画，実施
権限は所管府省に帰属し，また諸統計の体系的連携といっても，現実には
集計量レベルでの関係に他ならない。本稿の問題関心，すなわち調査票情
報あるいはそれから転写，編成される個体レコードというミクロ視点から
わが国の戦後の統計再建から今日に至るまでの統計調査のあり方を特徴づ
けるとすれば，それらの相互連携はあくまでも集計量という間接的連携で
あった。そこでは個々の統計調査は，あくまでも個体レベルでは相互の連
携性を欠く独立した単体（stand alone）的調査として企画，実施されてき
たのである。
個々の統計調査によって収集される調査票情報のdata body部分を単体
的性格を持つ調査の企画，実施と関連づけて見た場合，個々の調査の調査
結果において分析に利用可能な変数の候補は，結果的には図２の①に限ら
れる。実際の統計作成に関する技術的，制度的制約を差当り捨象して一種
の理想型として統計調査を考えた場合，図２の①～④の各変数群に属する
諸情報が，本来的には利用可能となりうる。②～④に属する諸変数の欠落
に起因する分析結果の偏りを解消するためには，調査設計に際して，関心
事項に有意に影響を及ぼしていると考えられる諸変数を調査事項として網
羅的に盛り込んでおく必要がある。
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調査の企画段階で調査項目として調査実施者の意識にさえのぼらなかっ
た③に類別される変数は論外として，少なくとも②に属する変数要素につ
いては，本来，有効な説明要因として調査項目の中に加えられてしかるべ
きである。しかし現実には，それらは様々な技術的，制度的制約により，
しばしば調査事項から除外されることになる。
ところで，現実の統計調査では，②の変数群に属するものの中には，同
一個体を対象とした別の調査で調査項目，すなわち①の変数群を構成する
ものとして調査されている場合がある。そのような場合，同一の調査客体
を対象とする個体レコードを相互にリンクすることにより個体ベースで変
数次元を拡張できれば，分析者は実質的に②群に属する変数要素を①群の
中に取り込むことができる。個体ベースでのデータ統合（micro-based data 
integration）による調査のネットワーク化，それによる調査票情報の情報
価値の拡張が持つ認識論的意義はまさにこの点にある。
５．data carrier情報を介した情報の拡張
第３節（１）では，個体レコードのdata body部分の情報の担い手である
data carrierの性格を持つ諸変数を，調査票情報の個体ベースでのデータ統
合（micro-based data integration）のキー情報となる第1群と集計量ベース
でのデータ統合（macro-based data integration）を可能にする第２群，さ
らにはこれら両者の特性を併せ持つ特異な変数への類別化を試みた。
このようにタイプの異なるdata carrierの諸変数は，それぞれ異なる形態
のデータ統合をもたらす。個体ベースにせよ集計量ベースにせよ，データ
統合による情報の拡張には，一定時点における横断面（cross sectional）で
のいわば水平的拡張（horizontal expansion）とdata carrierを統御した時間
軸方向での垂直的拡張（vertical expansion）とがある。そこで以下では，
data carrierの群別にどのような情報の拡張形態がありうるかをの整理し
ておこう。
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（１）第１群─data carrier情報をキーとする個体ベースでの情報の拡張
近代統計調査の黎明期においては，表式調査が支配的な調査方式とされ
てきた。その後の統計調査の新たな展開の契機となったのは，個票方式に
よる調査の導入である。調査個票という統計情報収集のための新たな制度
的仕組みの導入によって，個々の調査客体を直接的な把握単位として非
（未）集計情報の獲得が可能となった。
個票方式による調査の場合，個々の調査票情報そしてそれらから転写，
編成された個体レコードのdata body部分は，一意的に決定されるdata 
carrierによって担われる。従って，第１群に属するdata carrierをキー変数
として用いた場合，データ統合による変数次元の拡張は，まさに個体ベー
スでの変数の拡張を意味する。
（ⅰ）横断面方向への拡張可能性
把握時点がほぼ同じと事実上みなすことのできる同一個体に関する情報
源の異なる調査票情報（あるいは行政記録情報）から転写された個体レコ
ードについては，それらが共通識別コードをdata carrierとして持つ場合，
それをリンクキー情報として，１対１照合によってそれぞれのレコードの
連結，拡張を行うことができる。個体の共通識別コードが付与されていな
い個体レコードについても，氏名（名称），住所（所在地），電話番号，あ
るいは生年月日（設立年）といった個体識別に関する情報を変数として含
むレコードの場合には，いわゆる統計的マッチングによるデータ統合の可
能性が残されている。この種のデータリンケージは，データの構造として
は，同一のdata carrierによって担われた異種の情報源情報が持つdata body
の変数ベクトルの個体ベースでの次元の拡張を意味する。
このようにして個体ベースでのdata bodyの変数次元の拡張によって創
出された新たなレコードから構成されるデータセットは，統計作成ならび
に利用面で，元レコードにはなかった次のような新たな付加的情報価値を
持つ。
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（ａ）作成面での拡張
統計の作成面では，例えば静態情報と動態情報のリンケージによるこれ
までにないタイプの統計情報を含めた追加的な統計情報の創出が可能とな
る。統計学では静態統計と動態統計は，それぞれ全く性質を異にする情報
としてこれまで一般には取り扱われてきた。個人や世帯，企業や事業所と
いった調査客体となる個体は，その時々にある属性を持ちつつ，時間の経
過の中で様々な事象（event）を生起させる主体として客観的に存在してい
る。その意味で，個体の静態的属性と事象の生起に関する動態的記録とは，
本来的には一体的存在である。この点を情報の側面から捉えた場合，それ
らは個体に帰属する情報の二側面としての静態，動態情報に他ならない。
このように，静態統計と動態統計とは，もともと個体では一体化されてい
た情報の二つの側面を分離，独立させて，それぞれを個別に把握したもの
である。その意味で，動態情報の要素を削ぎ落とされた静態統計，また静
態情報を持たない動態統計は，その作成過程において本質的な情報喪失を
伴っている。
例えば，商品やサービスの輸出入に伴う通関資料に基づいて作成される
貿易統計は，交易品の取引に係る物的単位の数量と価額に関する品目別，
取引相手国（地域）別の動態情報を一定期間についての集計量として与え
る重要な経済統計として知られる。しかし，現状の貿易統計からは，交易
品の生産や調達を行った経済主体に関する情報を得ることはできない。一
方，世帯統計においても，貿易統計の場合と同様に，情報の源泉を行政記
録に依存するという事情から，例えば人口動態（自然動態）あるいは人口
の空間的移動（社会動態）に関する諸統計は，現状では動態把握の対象と
なる事象の主体属性に関して極めて限定的な情報しか保有していない。統
計の作成過程でのこのような情報喪失を補完する目的で，現在，人口動態
統計においては社会経済面の調査が，また移動に関しても独自の調査を別
途実施することでその把握が行われている場合もある。
ところで，静態情報としての個体レコードと個々の事象生起に係る動態
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情報とをdata carrierをキー情報としてリンクすることができれば，データ
統合によって編成された新たなタイプのデータセットからわれわれは，静
態統計あるいは動態統計からだけでは決して得ることのできない知見を得
ることができるであろう。例えば，企業における研究開発等への投資の輸
出促進効果，疾患に対する職業や居住履歴に関する疫学的分析，婚姻や離
婚，自殺などに関する社会経済面の分析，居住地移動者の社会経済的属性
などがそれである。
英国では，すでに40年以上の長期にわたって，人口センサスと人口動態
登録情報（NHSCR）とを定期的にマッチングさせることによってパネルデ
ータが作成されてきた。LSデータ（Longitudinal Study Data）と呼ばれる
縦断面データは，４誕生日（LS birthdays）に該当する個人（従って，抽
出率およそ1/100）について，10年毎にこれらのレコード情報をマッチング
することで作成，更新されてきた。この事業は，サッチャー政権下で断行
されたレイナー改革によっても中断することなく今日まで継続されてい
る。〔森（1999）〕。
個体ベースでのデータ統合の統計行政上の最大のメリットは，新たな調
査を企画，実施することなしに，全く新たなタイプの統計の作成を含め，
既存の個々の統計にはない新たな付加価値を持つデータセットを構築する
ことができる点にある。
（ｂ）利用面での拡張
統計の利用面では，データ統合によってリンクされる元の個体レコード
情報は，それらがそれぞれ保有していた情報の利用可能性を二重の意味で
拡張することができる。
その第１は，利用可能性の外延的拡張である。data bodyの変数次元の拡
張は，より広範な変数相互の交差的利用，すなわち，データ統合以前のデ
ータセットが全くサポートしていなかった変数の新たな組み合わせによる
多重クロス表の作表や回帰分析における説明変数の選択範囲の拡張を可能
にする。このことは，いわば独立した単体としての調査の結果資料に基づ
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いて構築される既存のデータセットでは開拓不可能なその周辺領域への情
報の実質的拡張を意味する。そしてこのことは，時空を貫き相互に連関す
る社会的集団現象の諸側面に関してより多様な認識を獲得できる可能性を
内在させた分析資料の提供を通して，現実の諸現象に対する認識の向上に
寄与しうる。
データ統合による利用可能性拡張の第２の側面は，既存の統計的認識の
質の改善への寄与である。統計的把握の対象となる現実の諸現象について
のより偏りの少ない認識を獲得するためには，その構成要素である個体に
関する構造的変数要因を可能な限り統御（control）する必要がある。
すでに述べたように，実際の統計調査では，様々な制度的，技術的制約
から個々の調査は，関係するあらゆる構造的変動要因を網羅的に調査項目
として盛り込むことは不可能である。その結果，既存の調査結果は，通常，
多かれ少なかれ偏りを内在させている。例えば，分析において取り上げら
れた諸変数がそれらに共通に作用する第三の変数要因（共変量）を持つ場
合，その作用を統御する措置を施していなければ，結果的にみかけの相関
が発生する。また，回帰分析において，説明変数が従属変数に対して系統
的に作用を及ぼす変数を完全にはカバーしていない場合，結果的に残差項
の中には系統的変動要因が残存することになる。残差が系統的な偏りを持
っていれば，当然の事ながら，得られた回帰推定値は偏りを持ったものと
なる。個体ベースでのデータ統合の結果として得られる拡張された変数次
元を持つデータセットが可能にする変数相互の新たな交差的利用可能性
は，このような種類の偏りの縮小，回避を可能にするという意味で分析結
果の質の改善に貢献する。
（ⅱ）時間軸方向への拡張可能性
調査客体である個人，世帯，企業あるいは事業所といった個体は，本来
的に横断面と時間軸という二つの方向性を持つ。それらは，時間的経過の
中で様々なイベントを経験しつつ縦断的に変貌を遂げる存在でもある。そ
こでは個体は，誕生しその折々において様々な社会的集団を構成しつつ，
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時代という共通の場をくぐりながら，個々には時間の経過の中で着実に年
齢（継続時間）を重ね，そして最終的には消滅（死亡）に至る。それらは，
決して孤立した無機的存在ではなく，時空間の中でその時々に個体間で
様々な関係を取り結びつつ活動を展開する。その結果として形作られるの
が，社会的集団現象である。
このような時空間の中に存在する集団現象の時間的側面に関してこれま
での統計は，それを一定の期間中に生起した事象を，集計量として把握し
た動態統計あるいは横断面データの時系列比較という形で主として取り扱
ってきた。これに対して，1960年代半ばに米国を中心に，統計の新たな把
握方式が導入された。同一個体を時間の経過の中で継続的に追跡するとい
う新たな調査方式による縦断面データ（longitudinal data）の作成がそれで
ある。時間軸方向に個体ベースでデータ統合された個体レコードから構成
されるデータセットは，縦断面データあるいはパネルデータと呼ばれる。
国勢調査やかつての事業所･企業統計調査あるいは経済センサスによっ
て代表されるセンサスについては，ほぼ同一の調査事項について定期的に
調査が実施される。センサスでは域内に所在する原則として全ての個体が
調査客体となり，調査票情報から転写される個体レコードは，個体識別情
報をdata carrierとして持つ。従って，反復的に実施されるセンサス型の静
態調査によって把握された個体レコードについては，それらが共通識別コ
ード情報を持つ場合，それをリンクキーとして各調査のdata body部分を時
間軸方向に接続することができる。このようにして個体ベースで時間軸方
向にリンクされたデータセットは，個体の時点間の動態面での異動に関す
る情報も併せ持つことになる。このような，個体の時間軸方向での異動情
報を内在させたパネルデータセットは，時系列データとは異なる情報特性
を持つ。
反復的な静態調査の結果については，その時々のsnapshotとして得られ
た調査結果を集計・加工処理し集計量ベースで時間軸に沿って配列するこ
とによって，時系列データを編成できる。しかし，時系列データの場合，
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同じ統計上の定義を持つ集団であっても，時間的経過の中で動態的異動が
発生しうることから，集団を構成する個体は必ずしも従前の集団における
それという保証はない。時系列データの場合，時点間の変化として捉えて
いるのは，あくまでもネット（純）ベースでの変化に他ならない。
一方，パネルデータセットの場合，data bodyを構成する各変数そのもの
が時点要素を持っている。個体ベースで時点要素を内在させた諸変数は，
一回限りの静態調査による横断面データや反復的横断面データさらには集
計量としての時系列データにはない以下に列挙するような新たな利用可能
性を持つ。
分析資料としてのパネルデータは，他のカテゴリーのデータセットに対
していくつかの点で優位性を持っている。その１は，時点間の位相要素を
集団構成に組み込んだ動態的性格を持つ集団類型の編成が可能な点であ
る。例えば，時点間の就業異動に基づく就業動態類型や住戸の所有形態の
変化を類型化した居住動態類型による各集団の属性分析や行動等に関する
特性分析は，同一個体についての複数時点の情報を持つパネルデータによ
って初めて可能となる。これは，横断面データのパネル化によるデータの
分析可能性のいわば外延的拡張である。
この点に関して一点だけ付言しておこう。一組の横断面データの場合に
も，特別に調査項目を設計することでデータのパネル編成ができる場合も
ある。以前の居住地や就業状態等についての調査項目を併設し現状との異
同から動態的集団編成を行うことができる。この種の調査の場合，一回の
調査結果からデータのパネル化に必要な情報が得られることから，同一の
調査客体を追跡する本来のパネル調査に較べれば，調査に要する経費も報
告者の負担も少なくて済む。その反面，この種の調査では調査客体側の記
憶に基づいて過去の状態の把握を行なうことから，実際に調査実施時点に
おける状態についての報告を求めるパネル調査よりもやや不確かな内容と
なる可能性がある。
パネルデータのもう一つの優位性は，分析結果の質に関係するものであ
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る。統計によって把握される個体あるいは集団の中には，個体や集団に固
有な要因も存在する。横断面データや時系列データによる分析の場合，分
析結果はこのような個体差や集団差に起因する諸要因もまた分離不能な形
で混在させている。それらの要因が解析結果に対して有意な作用を及ぼす
場合，データ処理により得られた推計値は自ずと偏りを持ったものとなる。
さらにパネルデータは，統計調査によっては観測できない変数要素（図
２の④）についても，それらの変数の特性によっては，分析において統御
可能である。なぜならパネルデータの場合，パネル調査あるいはリンケー
ジによって事後的に編成されたデータセットのいずれにおいても，同一個
体が継続的に追跡されることから，統計調査によって観測不可能な変数要
素（図２の④）の中で特に個体に関して時間に不変な要因については，そ
れを除去できるからである。その結果，分析では，純粋に時間的変化の寄
与分だけを析出できる。
他のタイプのデータセットに対するこのような分析面での優位性を持つ
パネルデータセットの編成は，個体レコードの垂直的統合によって可能に
なるものであり，それをデータ論として捉えれば，個体レコードの情報価
値のいわば内包的拡張ということができよう。
（２）第２群─地域をdata carrier情報とする集計量ベースでの情報の拡張
第３節（１）では，集計量というデータ形式での情報の拡張可能性を持
つ第2群のdata carrierとして，地域コード（都道府県，区市町村，調査区，
基本単位区コード）と地域メッシュコードを取り上げた。第１群の場合と
同様に，第2群についても二つの方向での情報の拡張が可能である。
（ⅰ）横断面方向への拡張可能性
総務省統計局では，1976年以降，社会･人口統計体系として，都道府県
別及び市区町村別統計を整備し，地域間比較のための統計資料を提供して
いる。ちなみに，2010年度の報告書には，都道府県に関しては約2800項目
の，また市区町村についても約1380項目の統計が掲載されている〔統計局
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212
（2011）p.523〕。この他にも，『日本統計年鑑』や民間の編集統計書も，多
くの変数項目について，都道府県や市区町村といった行政区分別の統計を
掲げている。
ところで，中央政府や地方自治体では，こういった行政区分とは別に，
地域メッシュ統計やGIS統計として，各レベルのグリッドやポリゴンに対
応した様々な分野の統計資料を作成している。それらの多くは行政目的で
活用されており，その中にはウエブ等で一般に公開されているものもある。
これらの他にも，例えば国勢調査では，小地域統計として，町丁･字，調査
区，基本単位区別の表章も行われている。
行政区分あるいはメッシュやポリゴン等を地域区分として持つ様々な地
域レベルの個々の結果表は，それらを総体として見た場合，行政区分，グ
リッドあるいはポリゴンという空間的区分を示す変数を表側に，また各変
数を表頭に持ち，さらに集計量あるいはそれから導出された比率等の統計
指標をいわば変数値としてそれぞれのセルに持つ，ひとつの巨大な疑似的
集計表とみなすことができる。
ここで，レコード形式という視点から，この擬似的集計表を捉え直して
みよう。個体レコードの場合，個体識別情報がdata carrierとしてdata body
部分を担うというレコード形式を持つ。このような集計表をレコード形式
としてみた場合，表側に位置する行政区分あるいはメッシュやポリゴンと
いった空間的変数の個々の変数の実現値としての地域コードがdata 
carrierの立場に立つ。そしてこれらのdata carrier変数がプラットフォーム
となって，リレーショナルな形で諸変数をオーバーレイすることで，それ
らをdata body部分として持つひとつのレコードを形成している。ただ，こ
こで留意すべきは，個体ベースのレコード形式の場合と異なり，data 
carrierによって担われる諸変数の実現値が，基本的に複数の個体の変数値
の集合あるいはそれらから導出される集計量としての統計指標である点で
ある。そこでは，地域コードによって与えられた大なり小なりの地域が，
いわば個体として擬制されている。地域を個体として擬制することによっ
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て，個体レコードのアナロジーとしてわれわれはそれを集計量によって表
現された集団の属性あるいは特性を多次元の変数群として持つ擬似個体レ
コードとみなすことができる。このように見た場合，時点を特定した同一
地域に関する結果表の集合体は，空間的変数をリンクキーとする集計量情
報の外延的拡張を意味する。
（ⅱ）縦断面方向への拡張可能性
地域コードとそれが担う時点情報の統御された諸変数から構成される多
次元の変数から構成されるdata bodyは，ひとつの擬似的個体レコードを形
成する。例えばｍ個の地域コードとｎ個の変数が張るｍ×ｎ次元行列から
なるデータシートには，ある特定の観察時点における各地域別の変数値を
格納することができる。時点間で地域区分に変更がなければ，同じフォー
マットを持つデータシートに，次々と異なる時点のデータを収録すること
ができる。これらのデータシートを時間の経過に従って配置した場合，同
一地番のセルには，特定の地域コード番号によって指定された地域に該当
する特定の変数に関する異時点の集計量ないしはそれらを元に導出された
各種の統計指標を格納することができる。
すでに述べたように，集計量としての時系列値を生起させる個体は，時
点間で同一であるという保証はない。しかしながら，現実の実証分析では，
個体レコードに基づいて編成されたデータセットを用いたパネル分析の例
に倣い，地域コードを個体識別コードとして擬制させ，data bodyの諸変数
を地域という擬似的個体と関連づけることで個体的変数として擬制させる
ことがしばしば行われている。そこでは，本来時系列値に過ぎない集計量
が，このような擬制化の概念操作を経ることで，あたかもパネルデータで
あるかのような処理が行われている。
地方財政その他の地域分析においては，都道府県や市区町村コードを
data carrierとしてdata bodyの諸変数値から編成されるデータセットを用
いたパネル分析が試みられており，国際経済論では，国そのものを個体と
して取り扱うことによって同様の分析が行われている。ここでパネルデー
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タとみなされている分析資料については，実際には，一方で地域という空
間的表章区分にあたかも調査客体のような個体としてのdata bodyの担い
手の役割を与え，他方では，異なる構成要素から編成された時系列値を個
体の属性あるいはその活動の時間的変化の縦断的記録とみなすという擬制
が加えられている。
このように，地域コードをdata carrier情報とする集計量ベースでのdata 
body情報の垂直的拡張は，carrierとbodyの双方についての一種の擬制をそ
の前提としている。その意味で，個々での拡張は，個体ベースでのレコー
ド情報の拡張とはややその内容を異にする。
むすび
2007年５月に全面改正された統計法（平成19年法律第53号）は，「統計
調査によって集められた情報のうち，文書，図面又は電磁的記録（電子的
方式，磁気的方式その他他人の知覚によっては認識することができない方
式で作られた記録をいう。）に記録されているもの」（第２条）と規定する
ことで，わが国の統計法規として初めて，調査票情報という用語を条文と
して掲げることになった。なお旧統計法では，調査票についての明確な定
義はなく，第15条の運用を定めた「指定統計調査調査票使用申請要領」（昭
和40年行政管理庁告示）で，「調査票等への記載情報」として取り扱われて
いるだけである。このことからも，新統計法が，電子調査票も含め，調査
票という物理的存在そのものではなくそこに記載された情報の側面に特に
注目し，それを調査票情報と称していることが分かる。調査個票の記載事
項が電磁的媒体に転写された個体レコードも当然のことながら調査票情報
に含まれる。
ところで，近代調査統計における調査技術上の最大の画期は，それまで
支配的調査方式とされていた表式調査にかわって，調査客体の個体情報を
直接，調査個票を通して収集するようになった調査方式の大転換である。
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このような調査方式の転換によって，調査によって収集される情報の品質
並びにその利用価値は飛躍的に向上することになる。
しかしながら，その後の統計理論並びに統計実践は，このような統計作
成方式における歴史的転換が本来的に内包する潜在性に対して，必ずしも
適切な取り扱いをしてこなかったように思われる。情報処理技術の当時の
レベルによる制約もさることながら，この間，統計を何よりも集計量（あ
るいは集計表）として捉えてきた伝統的な統計観が，収集された調査票情
報が本来的に内在させている情報面での潜在的利用可能性の十全なる展開
の最大の障碍であったように思われる。
冒頭でも指摘したように筆者はかつて，音声や画像といった他の情報と
の比較により統計情報の情報特性について論じたことがある〔森（2009）〕。
そこでの考察結果は筆者に，統計情報をdata bodyという変数群をdata 
carrierが担う個体レコードから統計論を出発させた場合，そこには統計の
どのような展開可能性が拓けるのかという新たな論点を提起することにな
った。このような視点は単に個人的思惟の産物ではなく，ある意味で現実
の統計実践の今日的展開とも照応したものである。なぜなら，統計作成環
境が一貫して深刻さを増す中で，海外の統計作成当局は，それまでの統計
調査による体系から個体ベースでのデータ統合（data integration）をキー
概念とした行政情報も含めた既存情報の統計への有効活用，特に調査票情
報に内在する潜在的情報価値の積極的開拓による統計作成，利用可能性の
拡張へと大きく舵を切りつつある。
本稿では，このような新たな切り口から調査票記載事項に関する検討を
加えてきた。このような視点から調査票情報を改めて捉え直してみると，
調査票には，これまで集計処理され結果表として表章されてきた調査項目
（調査レコード上の用語では変数）以外にも調査票情報の情報価値の質的並
びに量的拡張に寄与しうる有効な情報の記載があることがわかる。本稿で
はこの点に関して，主としてデータ論との関連で，特にdata carrierによる
data body情報の変数次元の横断面，縦断面方向での拡張可能性を中心に論
データ統合の観点から見たデータキャリア情報の統計的利用可能性について
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じてきた。
本稿ではまた，個体レコード視点を集計表に適用した場合，それから一
体どのようなデータ論が展開できるかについてもその試論的考察を行っ
た。そこでは，地域区分という空間情報を手がかりに，集計量ベースでの
データ統合による情報価値の拡張可能性に関するいくつかの論点提起を行
った。
ところで，第３節（１）では，第１群と第２群の中間的存在として，調
査票情報の拡張可能性との関連で所在地情報の利用可能性に言及してい
る。所在地という地点情報は第２群の空間的広がりを持つdata carrierとは
異なり，基本的に個体と関係づけられることから，第１群のそれに近い内
容を持つものと推察される。本稿ではこの点に関してはそれ以上の考察は
行っていない。空間的なピンポイント情報のデータ統合面での意味につい
ては，GPS（Global Positioning System）の統計への利用可能性なども含
め，今日的な視点から検討すべき論点も多い。これらの点については，機
会を改めて本格的に論じることとしたい。
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Data Carriers in Statistical Information and
the Expansion of Statistical Records
Hiromi MORI
《Abstract》
Due to deteriorating conditions in terms of the resources allocated to 
statistical activities, statistical production in most countries is increasingly 
dependent on a more intensive use of already collected statistical 
information. The integration of multi-sourced data is now emerging as a 
main concern among statisticians throughout the world. 
This paper discusses individual statistical record as an entity that 
consists of data carrier and data body.  A comparative study of digital 
sound, pictorial and statistical records shows that these records share a 
common structure as date in that a set of variables which compose the data 
body are inseparably linked and supported by other variables which are 
categorized as data carrier.  
Returned questionnaires carry not only respondents’ responses to the 
designated questions but also additional information that used not to be 
regarded as statistical information.  One of the main concerns of this study 
is to elucidate the statistical potential of such additional information, most 
of which has not been thought to be statistical.  With regard to data 
integration, it can work as key players in linking together multi-sourced 
records to generate new records and thus expand the dimensions of the 
variables concerned.  Cross-sectional and longitudinal expansion of records 
will not only explore new territory regarding the usability of existing data 
but can also contribute to improving the quality of analyses. 
The paper also refers to spatial data carriers, which enable the macro-
based integration of data. 
